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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ラックと、
　前記ラックの正面側に搭載された第一電子ユニットと、
　前記ラックの背面側に搭載された第二電子ユニットと、
　前記第一電子ユニットと前記第二電子ユニットとの間に配置され、前記第一電子ユニッ
トと前記第二電子ユニットとを接続するケーブルユニットとを有し、
　前記ケーブルユニットは、
　前記第一電子ユニットの背面と対向する第一主壁と、前記第一主壁の周縁に形成された
第一周側壁とを有し、前記ラックの背面側に開放する開放形状を成す第一筐体と、
　前記第二電子ユニットの背面と対向する第二主壁と、前記第二主壁の周縁に形成された
第二周側壁とを有し、前記ラックの正面側に開放する開放形状を成すと共に、前記第一筐
体と互いの開放部側にて組み付けられ、前記第一主壁及び前記第二主壁が対向する方向に
伸縮する箱形の筐体を前記第一筐体とで構成する第二筐体と、
　前記第一主壁に設けられ、前記第一電子ユニットの背面コネクタと接続される第一コネ
クタと、
　前記第二主壁に設けられ、前記第二電子ユニットの背面コネクタと接続される第二コネ
クタと、
　前記筐体に収容され、前記第一コネクタと前記第二コネクタとを接続するケーブルとを
有する、
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　サーバ装置。
【請求項２】
　前記ラックには、前記ラックの正面側に開口を有すると共に前記ラックの背面側に底壁
を有する収容部が設けられ、
　前記ケーブルユニットは、前記収容部に収容され、
　前記第一主壁は、前記ラックの正面側から前記開口の縁部に当接される位置決め片を有
し、
　前記第二主壁は、前記ラックの正面側から前記底壁に当接され、
　前記第一コネクタは、前記第一主壁に対して前記ラックの正面側に突出し、
　前記第二コネクタは、前記底壁を貫通し前記底壁に対して前記ラックの背面側に突出す
る、
　請求項１に記載のサーバ装置。
【請求項３】
　前記第一主壁の側方には、前記ラックの正面側を向く第三コネクタが実装された第一バ
ックパネルが配置され、
　前記第一バックパネルにおける前記第三コネクタの実装面には、前記第一主壁側に延び
、前記ラックの正面側から前記第一主壁に当接する第一位置決めパネルが設けられ、
　前記第二主壁の側方には、前記ラックの背面側を向く第四コネクタが実装された第二バ
ックパネルが配置され、
　前記第二バックパネルにおける前記第四コネクタの実装面には、前記底壁側に延び、前
記ラックの背面側から前記底壁に当接する第二位置決めパネルが設けられている、
　請求項２に記載のサーバ装置。
【請求項４】
　前記第一位置決めパネルが前記ラックの正面側から前記第一主壁に当接された状態にお
いて、前記第一主壁の正面は、前記第一バックパネルにおける前記第三コネクタの実装面
と面一に配置され、
　前記第二位置決めパネルが前記ラックの背面側から前記底壁に当接された状態において
、前記底壁の背面は、前記第二バックパネルにおける前記第四コネクタの実装面と面一に
配置される、
　請求項３に記載のサーバ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願の開示する技術は、電子ユニット間を接続するケーブルユニット、及び、これらを
備えたサーバ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、サーバ装置を備えたデータセンタが活用されている。このようなデータセンタで
用いられるサーバ装置では、ラックに搭載された正面側の電子ユニットと背面側の電子ユ
ニット間がケーブルによって相互に接続される。サーバ装置には、一般に電子ユニットの
高密度実装や電子ユニット間の高速伝送が要求されるため、省スペース化や、電子ユニッ
ト間の伝送距離の短縮化が望まれる。省スペース化や、電子ユニット間の伝送距離の短縮
化を実現するためには、ケーブルの配線スペースの削減が有効とされる。
【０００３】
　しかしながら、電子ユニットをラックに搭載した状態で電子ユニット間をケーブルで接
続する作業を行う場合には、作業スペースを確保する必要がある。作業スペースを確保し
ようとすると、ケーブルの配線スペースの削減が困難になる。
【０００４】
　そこで、ケーブルの配線スペースを削減する技術として、電子ユニットと接続されるコ
ネクタを正面と背面に備える筐体と、筐体内に設けられてコネクタ間を接続するケーブル
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とを備えるケーブルユニットが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　このようなケーブルユニットを用いれば、例えば、背面側の電子ユニット、ケーブルユ
ニット、正面側の電子ユニットの順でこれらをラックに搭載することで電子ユニット間を
ケーブルで接続することが可能になる。したがって、電子ユニットをラックに搭載した状
態で電子ユニット間をケーブルで接続する作業が不要になるので、作業スペースの削減に
伴い、ケーブルの配線スペースも削減できる。
【０００６】
　ところが、上記ケーブルユニットを用いた場合、例えば、ラックにケーブルユニット及
び背面側の電子ユニットを搭載した状態では、この背面側の電子ユニットの背面位置を基
準にして、正面側の電子ユニットの位置が規定されてしまう。したがって、正面側の電子
ユニットの位置をラックの固定部を基準にして規定した場合に、部品や組立寸法にバラツ
キが生じたときには、電子ユニット間の距離の要求公差を満足できず、電子ユニット間を
ケーブルユニットで適切に接続できない虞がある。
【０００７】
　そこで、蛇腹状の筐体を備える伸縮式のケーブルユニットが提案されている（例えば、
特許文献２参照）。このケーブルユニットによれば、部品や組立寸法にバラツキが生じた
場合でも、蛇腹状の筐体が伸縮することで電子ユニット間の距離を調節できる。したがっ
て、各電子ユニットをラックの固定部を基準に配置できると共に、電子ユニット間をケー
ブルユニットで適切に接続できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平８－１８１４６３号公報
【特許文献２】特開平２－１１６７６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、蛇腹状の筐体を用いる場合には、次の課題がある。すなわち、ケーブル
ユニットをラックに搭載する際に、蛇腹状の筐体が曲がってしまい、ケーブルユニットを
ラックに搭載する際の作業性、ひいては、電子ユニット間をケーブルユニットで接続する
際の作業性が低下する虞がある。
【００１０】
　ここで、蛇腹状の筐体が曲がることを抑制するために、筐体をガイドするためのガイド
構造を適用することも考えられるが、この場合には、ガイド構造の設置スペースを要する
ので、電子ユニットの高密度実装が困難になる。また、蛇腹状の筐体の折曲部分（蛇腹部
分）にスペースを要するので、このことによっても電子ユニットの高密度実装が困難にな
る。
【００１１】
　本願の開示する技術は、上記課題に鑑みてなされたものであり、一つの側面として、電
子ユニット間をケーブルユニットで接続する際の作業性を向上できると共に、電子ユニッ
トの高密度実装を実現できるようにすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的を達成するために、本願の開示する技術の一観点によれば、ラックと、前記ラ
ックの正面側に搭載された第一電子ユニットと、前記ラックの背面側に搭載された第二電
子ユニットと、前記第一電子ユニットと前記第二電子ユニットとの間に配置され、前記第
一電子ユニットと前記第二電子ユニットとを接続するケーブルユニットとを有し、前記ケ
ーブルユニットは、前記第一電子ユニットの背面と対向する第一主壁と、前記第一主壁の
周縁に形成された第一周側壁とを有し、前記ラックの背面側に開放する開放形状を成す第
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一筐体と、前記第二電子ユニットの背面と対向する第二主壁と、前記第二主壁の周縁に形
成された第二周側壁とを有し、前記ラックの正面側に開放する開放形状を成すと共に、前
記第一筐体と互いの開放部側にて組み付けられ、前記第一主壁及び前記第二主壁が対向す
る方向に伸縮する箱形の筐体を前記第一筐体とで構成する第二筐体と、前記第一主壁に設
けられ、前記第一電子ユニットの背面コネクタと接続される第一コネクタと、前記第二主
壁に設けられ、前記第二電子ユニットの背面コネクタと接続される第二コネクタと、前記
筐体に収容され、前記第一コネクタと前記第二コネクタとを接続するケーブルとを有する
、サーバ装置が提供される。
【発明の効果】
【００１３】
　本願の開示する技術によれば、電子ユニット間をケーブルユニットで接続する際の作業
性を向上できると共に、電子ユニットの高密度実装を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本実施形態に係るサーバ装置を正面側から見た斜視図である。
【図２】図１のサーバ装置を背面側から見た斜視図である。
【図３】図１のラックにケーブルユニットを搭載する様子を示す斜視図である。
【図４】図１のラックにケーブルユニットを搭載した状態を示す斜視図である。
【図５】図３のケーブルユニットを正面側から見た斜視図である。
【図６】図３のケーブルユニットを背面側から見た斜視図である。
【図７】図３のケーブルユニットが伸縮する様子を上面断面図にて示す図である。
【図８】図３のケーブルユニットの内部構造を示す側面断面図である。
【図９】図１のサーバ装置の上面断面図である。
【図１０】図９の第一バックパネルユニットの分解斜視図である。
【図１１】図９の第一バックパネルユニットの組立状態を示す斜視図である。
【図１２】図９の第二バックパネルユニットの組立状態を示す斜視図である。
【図１３】図９のケーブルユニットをラックの収容部に挿入する様子を示す上面断面図で
ある。
【図１４】図９のケーブルユニットをラックの収容部に挿入した状態を示す上面断面図で
ある。
【図１５】図９の第一バックパネルユニット及び第二バックパネルユニットをラックに搭
載した状態の片側半分を示す上面断面図である。
【図１６】本実施形態に係るケーブルユニットの第一変形例を示す図である。
【図１７】本実施形態に係るケーブルユニットの第二変形例を示す図である。
【図１８】本実施形態に係るケーブルユニットの第三変形例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本願の開示する技術の一実施形態を説明する。
【００１６】
　（サーバ装置）
　図１、図２に示されるように、本実施形態に係るサーバ装置Ｓは、ラック１０と、複数
の電子ユニット４０と、ケーブルユニット５０とを備える。各図に示される矢印ＦＲ、矢
印ＬＨ、矢印ＵＰは、サーバ装置Ｓの前後方向前側、左右方向左側、上下方向上側をそれ
ぞれ示している。以下の説明において、「第一」が付された名称の部材は、ラック１０の
正面側に配置される部材を示し、「第二」が付された名称の部材は、ラック１０の背面側
に配置される部材を示す。
【００１７】
　（ラック）
　ラック１０は、サーバ装置Ｓの上下方向を長手方向とする直方体に形成されている。こ
のラック１０は、一対の側壁１１と、一対の側壁１１の上端を連結する上壁１２と、一対
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の側壁１１の下端を連結する下壁１３と、一対の側壁１１の上下方向の中央部を連結する
一対の中壁１４、１５とを有する。一対の中壁１４、１５は、ラック１０の上下方向に対
向して配置されている。図１、図２に示されるように、ラック１０は、正面側及び背面側
に開口している。
【００１８】
　図１、図２に示されるように、ラック１０には、複数の収容部３０（棚）が設けられて
いる。本実施形態において、収容部３０の数は、一例として、４個である。各収容部３０
は、偏平箱形に形成されており、ラック１０の上下方向を長手方向とすると共にラック１
０の左右方向を厚さ方向として配置されている。４個の収容部３０は、上壁１２と中壁１
４との間、及び、下壁１３と中壁１５との間にそれぞれ配置されている。
【００１９】
　上壁１２と中壁１４との間に配置された上側一対の収容部３０の上端は、上壁１２に接
続され、上側一対の収容部３０の下端は、中壁１４に接続されている。上側一対の収容部
３０の一方は、一方の側壁１１の側に配置され、上側一対の収容部３０の他方は、他方の
側壁１１の側に配置されている。
【００２０】
　上側一対の収容部３０の前後方向の長さは、ラック１０の前後方向の長さよりも短くな
っており、上側一対の収容部３０は、ラック１０の前後方向の中央側に配置されている。
このため、図１に示されるように、上側一対の収容部３０とラック１０の正面との間には
、後述する正面側の電子ユニット４０（４０Ａ）を搭載するためのスペースが確保されて
いる。また、図２に示されるように、上側一対の収容部３０とラック１０の背面との間に
は、後述する背面側の電子ユニット４０（４０Ｂ）を搭載するためのスペースが確保され
ている。
【００２１】
　同様に、下壁１３と中壁１５との間に配置された下側の一対の収容部３０の上端は、中
壁１５に接続され、下側の一対の収容部３０の下端は、下壁１３に接続されている。下側
の一対の収容部３０の一方は、一方の側壁１１の側に配置され、下側の一対の収容部３０
の他方は、他方の側壁１１の側に配置されている。
【００２２】
　下側の一対の収容部３０の前後方向の長さは、ラック１０の前後方向の長さよりも短く
なっており、下側一対の収容部３０は、ラック１０の前後方向の中央側に配置されている
。このため、図１に示されるように、下側一対の収容部３０とラック１０の正面との間に
は、後述する正面側の電子ユニット４０（４０Ａ）を搭載するためのスペースが確保され
ている。また、図２に示されるように、下側一対の収容部３０とラック１０の背面との間
には、後述する背面側の電子ユニット４０（４０Ｂ）を搭載するためのスペースが確保さ
れている。
【００２３】
　図３に示されるように、各収容部３０は、ラック１０の正面側に開口３１を有している
。また、各収容部３０は、ラック１０の背面側に底壁３２を有している。このように、各
収容部３０は、開口３１及び底壁３２を有する凹状の箱形に形成されている。
【００２４】
　（電子ユニット）
　複数の電子ユニット４０は、図１に示されるラック１０の正面側に配置された電子ユニ
ット４０と、図２に示されるラック１０の背面側に配置された電子ユニット４０とを含む
。以下、ラック１０の正面側に搭載された電子ユニット４０と、ラック１０の背面側に搭
載された電子ユニット４０とを区別する場合には、前者を第一電子ユニット４０Ａと称し
、後者を第二電子ユニット４０Ｂと称する。第一電子ユニット４０Ａと第二電子ユニット
４０Ｂは、同じものが実装可能である。
【００２５】
　図１に示されるように、ラック１０の正面側に配置された第一電子ユニット４０Ａは、



(6) JP 6733498 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

それぞれ平盤状に形成されている。各第一電子ユニット４０Ａは、ラック１０の上下方向
を厚さ方向として配置されている。複数の第一電子ユニット４０Ａは、上壁１２と中壁１
４との間に配置された上段の複数の第一電子ユニット４０Ａと、下壁１３と中壁１５との
間に配置された下段の複数の第一電子ユニット４０Ａとを含む。
【００２６】
　上段の複数の第一電子ユニット４０Ａ及び下段の複数の第一電子ユニット４０Ａは、い
ずれも収容部３０よりもラック１０の正面側に配置されている。また、上段の複数の第一
電子ユニット４０Ａ及び下段の複数の第一電子ユニット４０Ａは、いずれもラック１０の
左右方向に二列に分かれている。各列において、複数の第一電子ユニット４０Ａは、ラッ
ク１０の上下方向に積み重なるようにして配置されている。
【００２７】
　同様に、図２に示されるように、ラック１０の背面側に配置された第二電子ユニット４
０Ｂは、それぞれ平盤状に形成されている。各第二電子ユニット４０Ｂは、ラック１０の
上下方向を厚さ方向として配置されている。複数の第二電子ユニット４０Ｂは、上壁１２
と中壁１４との間に配置された上段の複数の第二電子ユニット４０Ｂと、下壁１３と中壁
１５との間に配置された下段の複数の第二電子ユニット４０Ｂとを含む。
【００２８】
　上段の複数の第二電子ユニット４０Ｂ及び下段の複数の第二電子ユニット４０Ｂは、い
ずれも収容部３０よりもラック１０の背面側に配置されている。また、上段の複数の第二
電子ユニット４０Ｂ及び下段の複数の第二電子ユニット４０Ｂは、いずれもラック１０の
左右方向に二列に分かれている。各列において、複数の第二電子ユニット４０Ｂは、ラッ
ク１０の上下方向に積み重なるようにして配置されている。
【００２９】
　（ケーブルユニット）
　図３、図４に示されるように、複数のケーブルユニット５０は、各収容部３０に収容さ
れる。複数のケーブルユニット５０は、一例として、同一の構成である。図５、図６に示
されるように、ケーブルユニット５０は、筐体５１を備える。この筐体５１は、ケーブル
ユニット５０の前後方向に分割された第一筐体５２及び第二筐体５３を有する。第一筐体
５２は、筐体５１の正面側の半分を構成しており、第二筐体５３は、筐体５１の背面側の
半分を構成している。
【００３０】
　図５に示されるように、第一筐体５２は、第一主壁５４と、第一主壁５４の周縁に形成
された第一周側壁５５とを有する。第一主壁５４は、ケーブルユニット５０の上下方向を
長手方向とすると共にケーブルユニット５０の前後方向を厚さ方向として形成されている
。第一周側壁５５は、第一主壁５４の周縁からケーブルユニット５０の背面側に延びてい
る。第一主壁５４は、ケーブルユニット５０の正面を形成しており、第一周側壁５５は、
ケーブルユニット５０の正面側の上面、下面、及び、一対の側面を形成している。この第
一筐体５２は、第一主壁５４及び第一周側壁５５を有することにより、ケーブルユニット
５０の背面側に開口する開放形状を成している。
【００３１】
　図６に示されるように、第二筐体５３は、第二主壁５６と、第二主壁５６の周縁に形成
された第二周側壁５７とを有する。第二主壁５６は、ケーブルユニット５０の上下方向を
長手方向とすると共にケーブルユニット５０の前後方向を厚さ方向として形成されている
。第二周側壁５７は、第二主壁５６の周縁からケーブルユニット５０の正面側に延びてい
る。第二主壁５６は、ケーブルユニット５０の背面を形成しており、第二周側壁５７は、
ケーブルユニット５０の背面側の上面、下面、及び、一対の側面を形成している。この第
二筐体５３は、第二主壁５６及び第二周側壁５７を有することにより、ケーブルユニット
５０の正面側に開口する開放形状を成している。
【００３２】
　図５、図６に示されるように、第一筐体５２及び第二筐体５３は、互いの開放部５２Ａ
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、５３Ａ側にて組み付けられている。より具体的には、第二筐体５３に形成された第二周
側壁５７の上壁及び一対の側壁は、第一筐体５２に形成された第一周側壁５５の上壁及び
一対の側壁の外側に配置されている。また、第一周側壁５５の下壁には、一対のスリット
５８が形成されている。
【００３３】
　一対のスリット５８は、第一周側壁５５の下壁の先端から第一主壁５４の側に向けてケ
ーブルユニット５０の前後方向に延びている。一対のスリット５８には、第二周側壁５７
の一対の側壁の下部がそれぞれ挿入されている。また、第二周側壁５７の下壁は、第一周
側壁５５の下壁の下側に配置されている。
【００３４】
　このように、開放部５３Ａを形成する第二周側壁５７の先端側は、開放部５２Ａを形成
する第一周側壁５５の先端側と重複している。そして、第二周側壁５７の先端側が第一周
側壁５５の先端側と重複した状態で、第二筐体５３は、第一筐体５２と組み付けられてい
る。第一筐体５２及び第二筐体５３が互いに組み付けられた状態において、筐体５１は、
箱形を成している。この筐体５１は、上述の収容部３０（図３参照）に収容し得る大きさ
及び形状を有している。
【００３５】
　図５、図６に示されるように、第一筐体５２及び第二筐体５３が互いに組み付けられた
状態では、第一主壁５４及び第二主壁５６がケーブルユニット５０の前後方向に互いに対
向する。この第一主壁５４及び第二主壁５６が対向する方向、すなわち、ケーブルユニッ
ト５０の前後方向に、第一筐体５２及び第二筐体５３の一方が他方に対してスライドする
ことにより、箱形の筐体５１は、ケーブルユニット５０の前後方向に伸縮可能となってい
る。
【００３６】
　この第一筐体５２及び第二筐体５３は、それぞれ電磁シールド性を有する。第一筐体５
２及び第二筐体５３は、金属製とされることで電磁シールド性を有していても良く、また
、内面や外面に金属部材や被膜等が付与されることで電磁シールド性を有していても良い
。
【００３７】
　図５に示されるように、第一主壁５４には、複数の第一コネクタ６１が設けられている
。複数の第一コネクタ６１は、ケーブルユニット５０の上下方向に配列されている。同様
に、図６に示されるように、第二主壁５６には、複数の第二コネクタ６２が設けられてい
る。複数の第二コネクタ６２は、ケーブルユニット５０の上下方向に配列されている。
【００３８】
　図７、図８に示されるように、筐体５１には、複数のケーブル６３が収容されている。
各ケーブル６３は、複数の第一コネクタ６１のいずれかを複数の第二コネクタ６２のいず
れかに接続している。第一筐体５２及び第二筐体５３によって電磁シールド性が確保され
ているため、ケーブル６３には、ノンシールドケーブル、すなわち、電磁シールド材を備
えないケーブルが適用されている。
【００３９】
　図７に示されるように、第二筐体５３に形成された第二周側壁５７の先端側には、電磁
シールド性を有するシールド部材６４が設けられている。この第二周側壁５７の先端側に
設けられたシールド部材６４の頂部は、第一周側壁５５の内面と接触している。シールド
部材６４の頂部が第一周側壁５５の内面と接触することにより、第一周側壁５５と第二周
側壁５７との間の電磁シールド性が確保されている。
【００４０】
　図５、図６に示されるように、第一主壁５４の上端及び下端には、位置決め片６５がそ
れぞれ形成されている。上側の位置決め片６５は、第一主壁５４の上端から上側に延びて
おり、下側の位置決め片６５は、第一主壁５４の下端から下側に延びている。第一主壁５
４及び上下一対の位置決め片６５は、ケーブルユニット５０の上下方向に延びる平板状を
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成している。
【００４１】
　各位置決め片６５には、第一ガイドピン６６及び貫通孔６７が設けられている。第一ガ
イドピン６６及び貫通孔６７は、ケーブルユニット５０の左右方向に並んでいる。第一ガ
イドピン６６は、位置決め片６５から第二主壁５６の側、すなわち、ケーブルユニット５
０の背面側に延びている。貫通孔６７は、位置決め片６５の厚さ方向、すなわち、ケーブ
ルユニット５０の前後方向に貫通している。
【００４２】
　図６に示されるように、第二主壁５６の上部及び下部には、第二ガイドピン６８及びネ
ジ孔６９が設けられている。第二ガイドピン６８及びネジ孔６９は、ケーブルユニット５
０の左右方向に並んでいる。第二ガイドピン６８は、第二主壁５６から第一主壁５４と反
対側、すなわち、ケーブルユニット５０の後方に延びている。ネジ孔６９は、第二主壁５
６の厚さ方向、すなわち、ケーブルユニット５０の前後方向に貫通している。
【００４３】
　（バックパネル、位置決めパネル、及び、シェルフ）
　図９に示されるように、第一電子ユニット４０Ａの背面側には、第一バックパネル７１
が配置される。この第一バックパネル７１の左右方向の両側には、第一位置決めパネル７
２がそれぞれ設けられている。同様に、第二電子ユニット４０Ｂの背面側には、第二バッ
クパネル９１が配置される。この第二バックパネル９１の左右方向の両側には、第二位置
決めパネル９２がそれぞれ設けられている。第一バックパネル７１、第一位置決めパネル
７２、第二バックパネル９１、及び、第二位置決めパネル９２は、いずれもラック１０の
前後方向を板厚方向として配置される。
【００４４】
　図１０に示されるように、第一バックパネル７１には、複数の第三コネクタ７３が実装
されている。一対の第一位置決めパネル７２は、第一バックパネル７１の上下方向を長手
方向とする長方形状に形成されている。一対の第一位置決めパネル７２は、第一バックパ
ネル７１の左右方向に対称に形成されている。各第一位置決めパネル７２は、より具体的
には、第一位置決めパネル７２の左右方向に並ぶ固定部７４と取付部７５とを有する。
【００４５】
　固定部７４には、複数のネジ孔７６及び複数の貫通孔７７が形成されている。この複数
のネジ孔７６及び複数の貫通孔７７は、第一位置決めパネル７２の板厚方向にそれぞれ貫
通している。この複数のネジ孔７６及び複数の貫通孔７７は、第一位置決めパネル７２の
上下方向に並んでいる。また、第一バックパネル７１には、複数のネジ孔７６及び複数の
貫通孔７７と対応する位置にそれぞれ貫通孔７８が形成されている。
【００４６】
　固定部７４は、第一バックパネル７１における第三コネクタ７３の実装面７１Ａに重ね
合わされる（図１１参照）。そして、第一バックパネル７１の実装面７１Ａと反対側から
貫通孔７８にネジ７９が挿入されると共に、このネジ７９が第一位置決めパネル７２のネ
ジ孔７６に螺入されることにより、第一位置決めパネル７２の固定部７４は、第一バック
パネル７１に固定される。
【００４７】
　図１１に示されるように、取付部７５は、固定部７４が第一バックパネル７１の実装面
７１Ａに固定された状態において、第一バックパネル７１の左右方向の端部から側方に突
出する。この取付部７５には、複数の第一位置決めピン８１が設けられている。この複数
の第一位置決めピン８１は、第一位置決めパネル７２の上下方向に並んでいる。固定部７
４が第一バックパネル７１の実装面７１Ａに固定された状態において、複数の第一位置決
めピン８１は、第一バックパネル７１の側方に位置すると共に、第三コネクタ７３が向く
方向と反対方向に延びている。
【００４８】
　第一バックパネル７１及び一対の第一位置決めパネル７２には、第一シェルフ８２が一
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体に組み付けられている。この第一シェルフ８２は、正面側に開口８３を有すると共に、
背面側に底壁８４を有する箱形に形成されている。上述の第一バックパネル７１及び一対
の第一位置決めパネル７２は、第一シェルフ８２に収容され、底壁８４と重ね合わされて
いる。上述の複数の第一位置決めピン８１は、第一シェルフ８２の底壁８４を貫通してお
り、また、第一シェルフ８２の底壁８４には、上述の貫通孔７７と対応する位置に開口（
不図示）が形成されている。この第一バックパネル７１、一対の第一位置決めパネル７２
、及び、第一シェルフ８２は、第一バックパネルユニット７０を構成している。
【００４９】
　一方、図１２に示されるように、第二バックパネル９１及び一対の第二位置決めパネル
９２には、第二シェルフ１０２が一体に組み付けられている。この第二バックパネル９１
、一対の第二位置決めパネル９２、及び、第二シェルフ１０２は、第二バックパネルユニ
ット９０を構成している。第一バックパネルユニット７０と第二バックパネルユニット９
０は、同じものが実装可能である。第二バックパネルユニット９０は、第二バックパネル
９１の基板構成が上述の第一バックパネル７１の基板構成と異なる以外は、上述の第一バ
ックパネルユニット７０（図１１参照）と前後方向に対称に形成されている。
【００５０】
　第二バックパネル９１には、複数の第四コネクタ９３が実装されている。各第二位置決
めパネル９２は、固定部９４と取付部９５とを有しており、固定部９４は、第二バックパ
ネル９１における第四コネクタ９３の実装面９１Ａに重ね合わされて固定されている。
【００５１】
　取付部９５は、固定部９４が第二バックパネル９１の実装面９１Ａに固定された状態に
おいて、第二バックパネル９１の左右方向の端部から側方に突出する。この取付部９５に
は、複数の第二位置決めピン１０１が設けられている。固定部９４が第二バックパネル９
１の実装面９１Ａに固定された状態において、複数の第二位置決めピン１０１は、第二バ
ックパネル９１の側方に位置すると共に、第四コネクタ９３が向く方向と反対方向に延び
ている。
【００５２】
　次に、上述のケーブルユニット５０、第一バックパネルユニット７０、第二バックパネ
ルユニット９０、及び、電子ユニット４０をラック１０に搭載する方法と併せて、サーバ
装置Ｓの構造をさらに詳しく説明する。
【００５３】
　（ケーブルユニットのラックへの搭載）
　先ず、図１３に示されるように、予め組み立てられた状態のケーブルユニット５０がラ
ック１０の正面側から収容部３０の開口３１を通じて収容部３０に挿入される（図２も参
照）。このとき、第一筐体５２がラック１０の正面側に配置されると共に第二筐体５３が
ラック１０の背面側に配置されるように、ケーブルユニット５０は、第二筐体５３の側か
ら収容部３０に挿入される。
【００５４】
　収容部３０の開口３１の縁部（収容部３０の正面壁の上端及び下端）には、収容部３０
の前後方向に貫通する第一ガイド孔３３が形成されている。この第一ガイド孔３３には、
ケーブルユニット５０の位置決め片６５に設けられた第一ガイドピン６６が挿入される。
また、収容部３０の底壁３２（収容部３０の背面壁の上端及び下端）には、収容部３０の
前後方向に貫通する第二ガイド孔３４が形成されている。この第二ガイド孔３４には、ケ
ーブルユニット５０の第二主壁５６に設けられた第二ガイドピン６８が挿入される。第一
ガイドピン６６及び第二ガイドピン６８が第一ガイド孔３３及び第二ガイド孔３４にそれ
ぞれ挿入されることにより、ケーブルユニット５０が収容部３０に位置決めされながら挿
入される。
【００５５】
　ケーブルユニット５０が収容部３０に収容された状態では、第一筐体５２がラック１０
の背面側に開放する開放形状を成し、第二筐体５３がラック１０の正面側に開放する開放
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形状を成す。また、第一筐体５２と第二筐体５３とは、互いの開放部側にて組み付けられ
ている。第一主壁５４及び第二主壁５６を有する筐体５１は、第一主壁５４及び第二主壁
５６が対向する方向、すなわち、ラック１０（収容部３０）の前後方向に伸縮する。
【００５６】
　ここで、部品や組立寸法にバラツキが生じることにより、又は、筐体５１が伸縮するこ
とにより、ケーブルユニット５０の前後方向の長さＬ１が収容部３０の前後方向の長さＬ
２と異なる場合がある。長さＬ１は、第一主壁５４の背面と第二主壁５６の背面との間の
長さであり、長さＬ２は、収容部３０の開口３１の縁部の正面と底壁３２の正面との間の
長さである。
【００５７】
　長さＬ１が長さＬ２よりも長い場合には、ケーブルユニット５０の第二主壁５６がラッ
ク１０の正面側から収容部３０の底壁３２に当接するまで、ケーブルユニット５０が収容
部３０に挿入される。一方、長さＬ１が長さＬ２よりも短い場合には、ケーブルユニット
５０の第一主壁５４に形成された位置決め片６５がラック１０の正面側から収容部３０の
開口３１の縁部に当接するまで、ケーブルユニット５０が収容部３０に挿入される。
【００５８】
　図１３、図１４に示されるように、収容部３０の開口３１の縁部には、収容部３０の前
後方向に貫通するネジ孔３５が形成されている。ネジ３６がラック１０の正面側から位置
決め片６５の貫通孔６７に挿入されると共に、このネジ３６が収容部３０の開口３１の縁
部に形成されたネジ孔３５に螺入されることで、位置決め片６５が収容部３０の開口３１
の縁部に当接した状態で固定される。
【００５９】
　例えば、長さＬ１が長さＬ２よりも長い場合には、ケーブルユニット５０の第二主壁５
６がラック１０の正面側から収容部３０の底壁３２に当接し、第一主壁５４の位置決め片
６５が開口３１の縁部から離れていることがある。この場合には、ネジ３６がネジ孔３５
に螺入されると、ネジ３６の頭部によって位置決め片６５が収容部３０側に押し込まれ、
第一筐体５２が第二筐体５３に対してラック１０の背面側にスライドし、筐体５１が前後
方向に縮む。そして、第一筐体５２のラック１０の背面側へのスライドを伴って、位置決
め片６５がラック１０の正面側から開口３１の縁部に当接され、位置決め片６５が開口３
１の縁部に固定される。
【００６０】
　なお、長さＬ１が長さＬ２よりも長い場合に、ケーブルユニット５０の第二主壁５６が
ラック１０の正面側から収容部３０の底壁３２に当接し、第一主壁５４の位置決め片６５
が開口３１の縁部から離れているときには、次のようにしても良い。すなわち、作業者の
手によって第一主壁５４を収容部３０側に押し込むことで、第一筐体５２を第二筐体５３
に対してラック１０の背面側にスライドさせ、筐体５１を前後方向に縮めても良い。そし
て、位置決め片６５をラック１０の正面側から開口３１の縁部に当接させ、ネジ３６をネ
ジ孔３５に螺入して、位置決め片６５を開口３１の縁部に固定しても良い。
【００６１】
　図１３、図１４に示されるように、収容部３０の底壁３２には、収容部３０の前後方向
に貫通する貫通孔３７が形成されている。ネジ３８がラック１０の背面側から底壁３２の
貫通孔３７に挿入されると共に、このネジ３８が第二主壁５６のネジ孔６９に螺入される
ことで、第二主壁５６が底壁３２に当接した状態で固定される。
【００６２】
　例えば、長さＬ１が長さＬ２よりも短い場合には、第一主壁５４の位置決め片６５が開
口３１の縁部に当接し、第二主壁５６が収容部３０の底壁３２から離れていることがある
。この場合には、ネジ３８がネジ孔６９に螺入されると、ネジ３８によって第二主壁５６
が底壁３２に引き寄せられ、第二筐体５３が第一筐体５２に対してラック１０の背面側に
スライドし、筐体５１が前後方向に伸びる。そして、第二筐体５３のラック１０の背面側
へのスライドを伴って、第二主壁５６がラック１０の正面側から底壁３２に当接され、第
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二主壁５６が底壁３２に固定される。
【００６３】
　このように、本実施形態のサーバ装置Ｓでは、部品や組立寸法にバラツキが生じること
により、ケーブルユニット５０の長さＬ１が収容部３０の長さＬ２と異なる場合でも、筐
体５１が伸縮する。そして、筐体５１が伸縮することにより、ケーブルユニット５０の長
さＬ１と収容部３０の長さＬ２との差が吸収され、位置決め片６５が収容部３０の開口３
１の縁部に当接されると共に、第二主壁５６が底壁３２に当接された状態になる。
【００６４】
　図１４に示されるように、位置決め片６５が開口３１の縁部に固定された状態において
、第一コネクタ６１は、第一主壁５４に対してラック１０の正面側に突出する。底壁３２
には、第二コネクタ６２と対応する位置に開口（不図示）が形成されている。この開口に
第二コネクタ６２が挿入されることにより、第二コネクタ６２は、底壁３２を貫通し、底
壁３２に対してラック１０の背面側に突出する。
【００６５】
　（バックパネルユニットのラックへの搭載）
　続いて、図１５に示されるように、予め組み立てられた状態の第一バックパネルユニッ
ト７０がラック１０の正面側からラック１０に挿入される。図１５では、第一バックパネ
ルユニット７０の左側半分が図示されている。第一バックパネルユニット７０の右側半分
は、第一バックパネルユニット７０の左側半分と左右対称であるため、その説明を省略す
る。
【００６６】
　ラック１０には、第一バックパネル７１に対するラック１０の背面側の位置に、第一固
定部２１が配置されている。第一固定部２１は、ラック１０の前後方向を板厚方向とする
板状に形成されている。第一固定部２１には、ラック１０の前後方向に貫通する第一位置
決め孔２２が形成されている。この第一位置決め孔２２には、第一位置決めパネル７２の
取付部７５に設けられた第一位置決めピン８１が挿入される。
【００６７】
　この第一位置決めピン８１が第一位置決め孔２２に挿入されることにより、第一バック
パネルユニット７０がラック１０に位置決めされながら挿入される。第一位置決めパネル
７２は、第一バックパネル７１における第三コネクタ７３の実装面７１Ａに設けられてお
り、第一バックパネル７１の側方、すなわち、ラック１０の側面側（第一主壁５４側）に
延びている。この第一位置決めパネル７２の第一バックパネル７１よりも側方に延びる部
分、すなわち、取付部７５がラック１０の正面側から第一主壁５４に当接されるまで、第
一バックパネルユニット７０は、ラック１０に挿入される。
【００６８】
　第一固定部２１には、ラック１０の前後方向に貫通するネジ孔２３が形成されている。
ネジ２４は、ラック１０の正面側から第一位置決めパネル７２の貫通孔７７及び第一バッ
クパネル７１の貫通孔７８に挿入される。このネジ２４が第一固定部２１のネジ孔２３に
螺入されることで、第一バックパネル７１及び第一位置決めパネル７２は、第一固定部２
１に固定される。
【００６９】
　第一位置決めパネル７２の取付部７５がラック１０の正面側から第一主壁５４に当接さ
れ、第一バックパネル７１が第一固定部２１に固定された状態では、第一主壁５４の側方
に第一バックパネル７１が配置される。第一バックパネル７１に実装された第三コネクタ
７３は、ラック１０の正面側を向いている。
【００７０】
　また、第一位置決めパネル７２の取付部７５がラック１０の正面側から第一主壁５４に
当接された状態では、第一主壁５４の正面５４Ａは、第一バックパネル７１における第三
コネクタ７３の実装面７１Ａと面一に配置される。つまり、この第一主壁５４の正面５４
Ａと第一バックパネル７１の実装面７１Ａとは、ラック１０の前後方向の同じ位置に配置
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され、同一平面上に位置する。この第一主壁５４の正面５４Ａ及び第一バックパネル７１
の実装面７１Ａは、後述する第一電子ユニット４０Ａ（図９参照）のラック１０に対する
搭載位置を規定するラック正面側基準面１１１を形成する。
【００７１】
　同様に、図１５に示されるように、予め組み立てられた状態の第二バックパネルユニッ
ト９０がラック１０の背面側からラック１０に挿入される。図１５では、第二バックパネ
ルユニット９０の左側半分が図示されている。第二バックパネルユニット９０の右側半分
は、第二バックパネルユニット９０の左側半分と左右対称であるため、その説明を省略す
る。
【００７２】
　ラック１０には、第二バックパネル９１に対するラック１０の正面側の位置に、第二固
定部２５が配置されている。第二固定部２５は、ラック１０の前後方向を板厚方向とする
板状に形成されている。第二固定部２５には、ラック１０の前後方向に貫通する第二位置
決め孔２６が形成されている。この第二位置決め孔２６には、第二位置決めパネル９２の
取付部９５に設けられた第二位置決めピン１０１が挿入される。
【００７３】
　この第二位置決めピン１０１が第二位置決め孔２６に挿入されることにより、第二バッ
クパネルユニット９０がラック１０に位置決めされながら挿入される。第二位置決めパネ
ル９２は、第二バックパネル９１における第四コネクタ９３の実装面９１Ａに設けられて
おり、第二バックパネル９１の側方、すなわち、ラック１０の側面側（底壁３２側）に延
びている。この第二位置決めパネル９２の第二バックパネル９１よりも側方に延びる部分
、すなわち、取付部９５がラック１０の背面側から収容部３０の底壁３２に当接されるま
で、第二バックパネルユニット９０は、ラック１０に挿入される。
【００７４】
　第二固定部２５には、ラック１０の前後方向に貫通するネジ孔２７が形成されている。
ネジ２８は、ラック１０の背面側から第二位置決めパネル９２の貫通孔９７及び第二バッ
クパネル９１の貫通孔９８に挿入される。このネジ２８が第二固定部２５のネジ孔２７に
螺入されることで、第二バックパネル９１及び第二位置決めパネル９２は、第二固定部２
５に固定される。
【００７５】
　第二位置決めパネル９２の取付部９５がラック１０の背面側から収容部３０の底壁３２
に当接され、第二バックパネル９１が第二固定部２５に固定された状態では、第二主壁５
６及び底壁３２の側方に第二バックパネル９１が配置される。第二バックパネル９１に実
装された第四コネクタ９３は、ラック１０の背面側を向いている。
【００７６】
　また、第二位置決めパネル９２の取付部９５がラック１０の背面側から収容部３０の底
壁３２に当接された状態では、底壁３２の背面３２Ａは、第二バックパネル９１における
第四コネクタ９３の実装面９１Ａと面一に配置される。つまり、この底壁３２の背面３２
Ａと第二バックパネル９１の実装面９１Ａとは、ラック１０の前後方向の同じ位置に配置
され、同一平面上に位置する。この底壁３２の背面３２Ａ及び第二バックパネル９１の実
装面９１Ａは、後述する第二電子ユニット４０Ｂのラック１０に対する搭載位置を規定す
るラック背面側基準面１１２を形成する。
【００７７】
　（電子ユニットのラックへの搭載）
　続いて、図９に示されるように、第一電子ユニット４０Ａがラック１０の正面側からラ
ック１０に挿入される。この第一電子ユニット４０Ａは、第一バックパネルユニット７０
に設けられた第一シェルフ８２に収容され、ラック正面側基準面１１１を基準に配置され
る。第一電子ユニット４０Ａの背面４１は、ラック１０の背面側を向いている。
【００７８】
　第一電子ユニット４０Ａがラック正面側基準面１１１を基準に配置されると、第一主壁
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５４に設けられた第一コネクタ６１と、第一バックパネル７１に設けられた第三コネクタ
７３とが、第一電子ユニット４０Ａの背面コネクタ４２と接続される。
【００７９】
　同様に、図９に示されるように、第二電子ユニット４０Ｂがラック１０の背面側からラ
ック１０に挿入される。この第二電子ユニット４０Ｂは、第二バックパネルユニット９０
に設けられた第二シェルフ１０２に収容され、ラック背面側基準面１１２を基準に配置さ
れる。第二電子ユニット４０Ｂの背面４１は、ラック１０の正面側を向いている。
【００８０】
　第二電子ユニット４０Ｂがラック背面側基準面１１２を基準に配置されると、第二主壁
５６に設けられた第二コネクタ６２と、第二バックパネル９１に設けられた第四コネクタ
９３とが、第二電子ユニット４０Ｂの背面コネクタ４２と接続される。
【００８１】
　以上のようにして、複数の第一電子ユニット４０Ａ及び複数の第二電子ユニット４０Ｂ
がラック１０に搭載されると、ラック１０の前後方向に並ぶ第一電子ユニット４０Ａと第
二電子ユニット４０Ｂとの間には、ケーブルユニット５０が配置される。ケーブルユニッ
ト５０の第一主壁５４は、収容部３０の開口３１を通じて第一電子ユニット４０Ａの背面
４１と対向し、ケーブルユニット５０の第二主壁５６は、収容部３０の底壁３２を介して
第二電子ユニット４０Ｂの背面４１と対向する。
【００８２】
　そして、ラック１０の前後方向に並ぶ第一電子ユニット４０Ａと第二電子ユニット４０
Ｂとは、ケーブルユニット５０によって接続される。また、ラック１０の左右方向に並ぶ
一対の第一電子ユニット４０Ａは、第一バックパネル７１によって接続され、ラック１０
の左右方向に並ぶ一対の第二電子ユニット４０Ｂは、第二バックパネル９１によって接続
される。以上の要領により、ケーブルユニット５０、第一バックパネルユニット７０、第
二バックパネルユニット９０、及び、電子ユニット４０がラック１０に搭載される。
【００８３】
　次に、本実施形態の作用及び効果について説明する。
【００８４】
　（１）図９に示されるように、サーバ装置Ｓでは、ケーブルユニット５０をラック１０
に搭載した後に正面側及び背面側の電子ユニット４０をラック１０に搭載することで正面
側及び背面側の電子ユニット４０間をケーブル６３で接続できる。したがって、電子ユニ
ット４０をラック１０に搭載した状態で電子ユニット４０間をケーブル６３で接続する作
業が不要になる。これにより、作業スペースの削減に伴い、ケーブル６３の配線スペース
も削減できる。この結果、省スペース化できると共に、電子ユニット４０間の伝送距離を
短縮化できるので、電子ユニット４０の高密度実装及び電子ユニット４０間の高速伝送を
実現できる。
【００８５】
　（２）図９に示されるように、ケーブルユニット５０の筐体５１は、第一筐体５２及び
第二筐体５３を有しており、この第一筐体５２及び第二筐体５３は、一方が他方に対して
ラック１０の前後方向にスライド可能となっている。したがって、部品や組立寸法にバラ
ツキが生じた場合でも、第一筐体５２及び第二筐体５３の一方が他方に対してスライドし
て筐体５１が伸縮することで電子ユニット４０間の距離を調節できる。これにより、部品
や組立寸法にバラツキが生じた場合でも、電子ユニット４０及びケーブルユニット５０間
のコネクタ嵌合不良を抑制できる。この結果、電子ユニット４０間をケーブルユニット５
０で適切に接続できる。
【００８６】
　（３）図５に示されるように、筐体５１は、より具体的には、第一主壁５４及び第一周
側壁５５を有する開放形状を成す第一筐体５２と、第二主壁５６及び第二周側壁５７を有
する開放形状を成す第二筐体５３を有している。この第一筐体５２及び第二筐体５３は、
互いの開放部５２Ａ、５３Ａ側にて組み付けられている。したがって、図３に示されるよ
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うに、ケーブルユニット５０をラック１０に搭載する際に、蛇腹状の場合のように筐体５
１が曲がってしまうことを抑制できる。これにより、ケーブルユニット５０をラック１０
に搭載する際の作業性を向上させることができる。
【００８７】
　また、上述のように、第一筐体５２及び第二筐体５３が互いの開放部５２Ａ、５３Ａ側
にて組み付けられることで、蛇腹状の場合のように筐体５１が曲がってしまうことを抑制
できるので、筐体５１をラック１０に搭載する際のガイド構造も簡素化できる。したがっ
て、ガイド構造の設置スペースを削減できるので、電子ユニット４０の高密度実装を実現
できる。また、蛇腹状の場合のように筐体５１に折曲部分（蛇腹部分）が生じないので、
このことによっても省スペース化により電子ユニット４０の高密度実装を実現できる。
【００８８】
　（４）図５に示されるように、第二筐体５３は、第二周側壁５７の先端側が第一周側壁
５５の先端側と重複した状態で第一筐体５２と組み付けられている。したがって、第一筐
体５２及び第二筐体５３を強固に組み付けることができるので、ケーブルユニット５０を
ラック１０に搭載する際に、筐体５１が曲がってしまうことをより効果的に抑制できる。
これにより、ケーブルユニット５０をラック１０に搭載する際の作業性をより一層向上さ
せることができる。
【００８９】
　（５）図７等に示される第一筐体５２及び第二筐体５３は、それぞれ電磁シールド性を
有する。したがって、第一筐体５２及び第二筐体５３によってケーブル６３に対する電磁
シールド性が確保されるので、ケーブル６３にノンシールドケーブル、すなわち、電磁シ
ールド材を備えないケーブルを適用できる。これにより、ケーブル６３を細くできるので
、ケーブルユニット５０を小型化でき、ひいては、省スペース化により電子ユニット４０
の高密度実装をより一層効果的に実現できる。
【００９０】
　（６）図１３、図１４に示されるように、ケーブルユニット５０は、ラック１０に設け
られた収容部３０の開口３１（図３も参照）を通じて収容部３０に収容される。そして、
ケーブルユニット５０の第一主壁５４は、ラック１０の正面側から収容部３０の開口３１
の縁部に当接される位置決め片６５を有し、ケーブルユニット５０の第二主壁５６は、ラ
ック１０の正面側から底壁３２に当接される。したがって、位置決め片６５を開口３１の
縁部に当接させると共に、第二主壁５６を底壁３２に当接させることで、ケーブルユニッ
ト５０の前後方向の長さを規定できる。これにより、正面側及び背面側の電子ユニット４
０の搭載位置に合せてケーブルユニット５０の前後方向の長さを予め手作業等で調節しな
くて済むので、ケーブルユニット５０をラック１０に搭載する際の作業性を向上させるこ
とができる。
【００９１】
　（７）図１３、図１４に示されるように、位置決め片６５には、第一ガイドピン６６が
設けられ、収容部３０の開口３１の縁部には、第一ガイドピン６６が挿入される第一ガイ
ド孔３３が形成されている。また、第二主壁５６には、第二ガイドピン６８が設けられ、
収容部３０底壁３２には、第二ガイドピン６８が挿入される第二ガイド孔３４が形成され
ている。したがって、ケーブルユニット５０を収容部３０に挿入する際に、第一ガイドピ
ン６６が第一ガイド孔３３に挿入されると共に、第二ガイドピン６８が第二ガイド孔３４
に挿入されることにより、ケーブルユニット５０を収容部３０に対して位置決めできる。
これにより、ケーブルユニット５０をラック１０に搭載する際の作業性を向上させること
ができる。
【００９２】
　（８）図１５に示されるように、第一主壁５４の側方には、ラック１０の正面側を向く
第三コネクタ７３が実装された第一バックパネル７１が配置されている。この第一バック
パネル７１における第三コネクタ７３の実装面７１Ａには、第一主壁５４側に延びる第一
位置決めパネル７２が設けられている。この第一位置決めパネル７２は、ラック１０の正
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面側から第一主壁５４に当接する。したがって、第一主壁５４の正面５４Ａと第一バック
パネル７１の実装面７１Ａとでラック正面側基準面１１１が規定されるので、このラック
正面側基準面１１１を基準にして正面側の電子ユニット４０をラック１０に搭載できる。
【００９３】
　同様に、第二主壁５６の側方には、ラック１０の背面側を向く第四コネクタ９３が実装
された第二バックパネル９１が配置されている。この第二バックパネル９１における第四
コネクタ９３の実装面９１Ａには、収容部３０の底壁３２側に延びる第二位置決めパネル
９２が設けられている。この第二位置決めパネル９２は、ラック１０の背面側から底壁３
２に当接する。したがって、底壁３２の背面３２Ａと第二バックパネル９１の実装面９１
Ａとでラック背面側基準面１１２が規定されるので、このラック背面側基準面１１２を基
準にして背面側の電子ユニット４０をラック１０に搭載できる。
【００９４】
　このように、サーバ装置Ｓでは、ラック正面側基準面１１１及びラック背面側基準面１
１２を基準にして正面側及び背面側の電子ユニット４０をそれぞれラック１０に個別に搭
載できる。したがって、一つの共通の基準面を基準にする場合に比して、正面側の電子ユ
ニット４０同士及び背面側の電子ユニット４０同士の位置をラック１０の前後方向により
精度良く揃えることができる。
【００９５】
　（９）図１５に示されるように、第一位置決めパネル７２がラック１０の正面側から第
一主壁５４に当接された状態において、第一コネクタ６１が突出する第一主壁５４の正面
５４Ａは、第一バックパネル７１の実装面７１Ａと面一に配置される。したがって、正面
側の電子ユニット４０をラック１０に挿入した場合には、電子ユニット４０の背面コネク
タ４２が第一コネクタ６１及び第三コネクタ７３に一斉に接続される。これにより、電子
ユニット４０の背面コネクタ４２を第一コネクタ６１及び第三コネクタ７３に適切に接続
できる。
【００９６】
　同様に、第二位置決めパネル９２がラック１０の背面側から底壁３２に当接された状態
において、第二コネクタ６２が突出する底壁３２の背面３２Ａは、第二バックパネル９１
の実装面９１Ａと面一に配置される。したがって、背面側の第二電子ユニット４０をラッ
ク１０に挿入した場合には、電子ユニット４０の背面コネクタ４２が第二コネクタ６２及
び第四コネクタ９３に一斉に接続される。これにより、電子ユニット４０の背面コネクタ
４２を第二コネクタ６２及び第四コネクタ９３に適切に接続できる。
【００９７】
　（１０）図１５に示されるように、第一位置決めパネル７２には、第一位置決めピン８
１が設けられ、ラック１０の第一固定部２１には、第一位置決めピン８１が挿入される第
一位置決め孔２２が形成されている。したがって、第一バックパネルユニット７０をラッ
ク１０に挿入する際に、第一位置決めピン８１が第一位置決め孔２２に挿入されることに
より、第一バックパネルユニット７０をラック１０に対して位置決めできる。これにより
、第一バックパネルユニット７０をラック１０に搭載する際の作業性を向上させることが
できる。
【００９８】
　同様に、第二位置決めパネル９２には、第二位置決めピン１０１が設けられ、ラック１
０の第二固定部２５には、第二位置決めピン１０１が挿入される第二位置決め孔２６が形
成されている。したがって、第二バックパネルユニット９０をラック１０に挿入する際に
、第二位置決めピン１０１が第二位置決め孔２６に挿入されることにより、第二バックパ
ネルユニット９０をラック１０に対して位置決めできる。これにより、第二バックパネル
ユニット９０をラック１０に搭載する際の作業性を向上させることができる。
【００９９】
　次に、本実施形態の変形例について説明する。
【０１００】



(16) JP 6733498 B2 2020.7.29

10

20

30

40

50

　（１）図１等に示されるように、ケーブルユニット５０は、サーバ装置Ｓに適用されて
いるが、サーバ装置Ｓ以外の電子装置に適用されても良い。
【０１０１】
　（２）図５、図６に示されるように、第二筐体５３に形成された第二周側壁５７の上壁
及び一対の側壁は、第一筐体５２に形成された第一周側壁５５の上壁及び一対の側壁の外
側に配置されている。しかしながら、第二筐体５３に形成された第二周側壁５７の上壁及
び一対の側壁は、第一筐体５２に形成された第一周側壁５５の上壁及び一対の側壁の内側
に配置されても良い。
【０１０２】
　また、第二周側壁５７の下壁は、第一周側壁５５の下壁の下側に配置されているが、第
一周側壁５５の下壁の上側に配置されても良い。
【０１０３】
　また、第二周側壁５７の先端側が第一周側壁５５の先端側と重複する場合に、第二周側
壁５７の先端側は、第一周側壁５５の先端側の内側でも外側でもどちらでも良い。
【０１０４】
　（３）図７等に示される第一筐体５２及び第二筐体５３は、好ましくは、それぞれ電磁
シールド性を有するが、電磁シールド性を有していなくても良い。また、第一筐体５２及
び第二筐体５３が電磁シールド性を有しない場合に、ケーブル６３は、電磁シールド性を
有するシールドケーブルでも良い。
【０１０５】
　（４）図１３に示されるように、位置決め片６５には、第一ガイドピン６６が設けられ
、収容部３０の開口３１の縁部には、第一ガイド孔３３が形成されているが、開口３１の
縁部に第一ガイドピン６６が設けられ、位置決め片６５に第一ガイド孔３３が形成されて
も良い。
【０１０６】
　同様に、第二主壁５６には、第二ガイドピン６８が設けられ、底壁３２には、第二ガイ
ド孔３４が形成されているが、底壁３２に第二ガイドピン６８が設けられ、第二主壁５６
に第二ガイド孔３４が形成されても良い。
【０１０７】
　（５）図１５に示されるように、第一位置決めパネル７２には、第一位置決めピン８１
が設けられ、第一固定部２１には、第一位置決め孔２２が形成されているが、第一固定部
２１に第一位置決めピン８１が設けられ、第一位置決めパネル７２に第一位置決め孔２２
が形成されても良い。
【０１０８】
　同様に、第二位置決めパネル９２には、第二位置決めピン１０１が設けられ、第二固定
部２５には、第二位置決め孔２６が形成されているが、第二固定部２５に第二位置決めピ
ン１０１が設けられ、第二位置決めパネル９２に第二位置決め孔２６が形成されても良い
。
【０１０９】
　（６）図５等に示されるケーブルユニット５０は、以下の第一乃至第三変形例のように
、第一主壁５４及び第二主壁５６が対向する方向に第二筐体５３を第一筐体５２に対して
スライド可能に支持するスライド機構１２０を備えていても良い。
【０１１０】
　図１６に示される第一変形例において、スライド機構１２０は、第一周側壁５５の側壁
部に形成された長穴１２１と、第二周側壁５７の側壁部に形成された突起１２２とを有し
ている。長穴１２１は、ケーブルユニット５０の前後方向を長手方向として形成されてお
り、この長穴１２１には、突起１２２がスライド可能に挿入されている。スライド機構１
２０は、好ましくは、ケーブルユニット５０の左右方向の両側に設けられるが、ケーブル
ユニット５０の左右方向の片側に設けられていても良い。また、突起１２２は、第一周側
壁５５の側壁部に形成され、長穴１２１は、第二周側壁５７の側壁部に形成されても良い
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。
【０１１１】
　図１７に示される第二変形例では、上述のスライド機構１２０の長穴１２１が、第一周
側壁５５の上壁部に形成され、上述のスライド機構１２０の突起１２２が、第二周側壁５
７の上壁部に形成されている。この第二変形例においても、スライド機構１２０は、好ま
しくは、ケーブルユニット５０の上下方向の両側に設けられるが、ケーブルユニット５０
の上下方向の片側に設けられていても良い。また、突起１２２は、第一周側壁５５の上壁
部に形成され、長穴１２１は、第二周側壁５７の上壁部に形成されても良い。
【０１１２】
　図１８に示される第三変形例において、スライド機構１２０は、ケーブルユニット５０
の上下方向の両側に設けられている。各スライド機構１２０は、第一周側壁５５に設けら
れたガイドピン１２３と、第二周側壁５７に設けられたガイド部１２４とを有している。
ガイド部１２４は筒状に形成されている。ガイドピン１２３及びガイド部１２４は、ケー
ブルユニット５０の前後方向を軸方向として形成されており、このガイド部１２４の内側
には、ガイドピン１２３がスライド可能に挿入されている。スライド機構１２０は、好ま
しくは、ケーブルユニット５０の上下方向の両側に設けられるが、ケーブルユニット５０
の上下方向の片側に設けられていても良い。また、ガイドピン１２３は、第二周側壁５７
に設けられ、ガイド部１２４は、第一周側壁５５に設けられても良い。
【０１１３】
　このように、ケーブルユニット５０がスライド機構１２０を備えると、第一筐体５２及
び第二筐体５３のがたつきを抑制して、第一筐体５２及び第二筐体５３の一方を他方に対
して円滑にスライドさせることができる。これにより、例えば、図１４に示されるように
、ケーブルユニット５０の第一主壁５４及び第二主壁５６を収容部３０にネジ止めする際
の作業性を向上させることができる。
【０１１４】
　以上、本願の開示する技術の一実施形態について説明したが、本願の開示する技術は、
上記に限定されるものでなく、上記以外にも、その主旨を逸脱しない範囲内において種々
変形して実施可能であることは勿論である。
【０１１５】
　なお、上述の本願の開示する技術の一実施形態に関し、更に以下の付記を開示する。
【０１１６】
　（付記１）
　第一主壁と、前記第一主壁の周縁に形成された第一周側壁とを有する開放形状を成す第
一筐体と、
　第二主壁と、前記第二主壁の周縁に形成された第二周側壁とを有する開放形状を成すと
共に、前記第一筐体と互いの開放部側にて組み付けられ、前記第一主壁及び前記第二主壁
が対向する方向に伸縮する箱形の筐体を前記第一筐体とで構成する第二筐体と、
　前記第一主壁に設けられた第一コネクタと、
　前記第二主壁に設けられた第二コネクタと、
　前記筐体に収容され、前記第一コネクタと前記第二コネクタとを接続するケーブルと、
　を備えるケーブルユニット。
　（付記２）
　前記第二筐体は、前記第二周側壁の先端側が前記第一周側壁の先端側と重複した状態で
前記第一筐体と組み付けられている、
　付記１に記載のケーブルユニット。
　（付記３）
　前記第一筐体及び前記第二筐体は、それぞれ電磁シールド性を有する、
　付記１又は付記２に記載のケーブルユニット。
　（付記４）
　前記ケーブルは、ノンシールドケーブルである、
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　付記１～付記３のいずれか一項に記載のケーブルユニット。
　（付記５）
　前記第一主壁及び前記第二主壁が対向する方向に前記第二筐体を前記第一筐体に対して
スライド可能に支持するスライド機構をさらに備える、
　付記１～付記４のいずれか一項に記載のケーブルユニット。
　（付記６）
　ラックと、
　前記ラックの正面側に搭載された第一電子ユニットと、
　前記ラックの背面側に搭載された第二電子ユニットと、
　前記第一電子ユニットと前記第二電子ユニットとの間に配置され、前記第一電子ユニッ
トと前記第二電子ユニットとを接続するケーブルユニットとを有し、
　前記ケーブルユニットは、
　前記第一電子ユニットの背面と対向する第一主壁と、前記第一主壁の周縁に形成された
第一周側壁とを有し、前記ラックの背面側に開放する開放形状を成す第一筐体と、
　前記第二電子ユニットの背面と対向する第二主壁と、前記第二主壁の周縁に形成された
第二周側壁とを有し、前記ラックの正面側に開放する開放形状を成すと共に、前記第一筐
体と互いの開放部側にて組み付けられ、前記第一主壁及び前記第二主壁が対向する方向に
伸縮する箱形の筐体を前記第一筐体とで構成する第二筐体と、
　前記第一主壁に設けられ、前記第一電子ユニットの背面コネクタと接続される第一コネ
クタと、
　前記第二主壁に設けられ、前記第二電子ユニットの背面コネクタと接続される第二コネ
クタと、
　前記筐体に収容され、前記第一コネクタと前記第二コネクタとを接続するケーブルとを
有する、
　サーバ装置。
　（付記７）
　前記ラックには、前記ラックの正面側に開口を有すると共に前記ラックの背面側に底壁
を有する収容部が設けられ、
　前記ケーブルユニットは、前記収容部に収容され、
　前記第一主壁は、前記ラックの正面側から前記開口の縁部に当接される位置決め片を有
し、
　前記第二主壁は、前記ラックの正面側から前記底壁に当接され、
　前記第一コネクタは、前記第一主壁に対して前記ラックの正面側に突出し、
　前記第二コネクタは、前記底壁を貫通し前記底壁に対して前記ラックの背面側に突出す
る、
　付記６に記載のサーバ装置。
　（付記８）
　前記位置決め片及び前記開口の縁部の一方には、第一ガイドピンが設けられ、
　前記位置決め片及び前記開口の縁部の他方には、前記第一ガイドピンが挿入される第一
ガイド孔が形成され、
　前記第二主壁及び前記底壁の一方には、第二ガイドピンが設けられ、
　前記第二主壁及び前記底壁の他方には、前記第二ガイドピンが挿入される第二ガイド孔
が形成されている、
　付記７に記載のサーバ装置。
　（付記９）
　前記第一主壁の側方には、前記ラックの正面側を向く第三コネクタが実装された第一バ
ックパネルが配置され、
　前記第一バックパネルにおける前記第三コネクタの実装面には、前記第一主壁側に延び
、前記ラックの正面側から前記第一主壁に当接する第一位置決めパネルが設けられ、
　前記第二主壁の側方には、前記ラックの背面側を向く第四コネクタが実装された第二バ
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ックパネルが配置され、
　前記第二バックパネルにおける前記第四コネクタの実装面には、前記底壁側に延び、前
記ラックの背面側から前記底壁に当接する第二位置決めパネルが設けられている、
　付記７又は付記８に記載のサーバ装置。
　（付記１０）
　前記第一位置決めパネルが前記ラックの正面側から前記第一主壁に当接された状態にお
いて、前記第一主壁の正面は、前記第一バックパネルにおける前記第三コネクタの実装面
と面一に配置され、
　前記第二位置決めパネルが前記ラックの背面側から前記底壁に当接された状態において
、前記底壁の背面は、前記第二バックパネルにおける前記第四コネクタの実装面と面一に
配置される、
　付記９に記載のサーバ装置。
　（付記１１）
　前記ラックには、前記第一バックパネルに対する前記ラックの背面側に配置され前記第
一バックパネルが固定される第一固定部と、前記第二バックパネルに対する前記ラックの
正面側に配置され前記第二バックパネルが固定される第二固定部とが設けられ、
　前記第一位置決めパネル及び前記第一固定部の一方には、第一位置決めピンが設けられ
、
　前記第一位置決めパネル及び前記第一固定部の他方には、前記第一位置決めピンが挿入
される第一位置決め孔が形成され、
　前記第二位置決めパネル及び前記第二固定部の一方には、第二位置決めピンが設けられ
、
　前記第二位置決めパネル及び前記第二固定部の他方には、前記第二位置決めピンが挿入
される第二位置決め孔が形成されている、
　付記９又は付記１０に記載のサーバ装置。
【符号の説明】
【０１１７】
Ｓ　サーバ装置
１０　ラック
２１　第一固定部
２２　第一位置決め孔
２５　第二固定部
２６　第二位置決め孔
３０　収容部
３１　開口
３２　底壁
３２Ａ　底壁の背面
３３　第一ガイド孔
３４　第二ガイド孔
４０　電子ユニット
４０Ａ　第一電子ユニット
４０Ｂ　第二電子ユニット
４２　背面コネクタ
５０　ケーブルユニット
５１　筐体
５２　第一筐体
５２Ａ　開放部
５３　第二筐体
５３Ａ　開放部
５４　第一主壁
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５４Ａ　第一主壁の正面
５５　第一周側壁
５６　第二主壁
５７　第二周側壁
６１　第一コネクタ
６２　第二コネクタ
６３　ケーブル
６５　位置決め片
６６　第一ガイドピン
６８　第二ガイドピン
７０　第一バックパネルユニット
７１　第一バックパネル
７１Ａ　第三コネクタの実装面
７２　第一位置決めパネル
７３　第三コネクタ
７４　固定部
７５　取付部
８１　第一位置決めピン
８２　第一シェルフ
９０　第二バックパネルユニット
９１　第二バックパネル
９１Ａ　第四コネクタの実装面
９２　第二位置決めパネル
９３　第四コネクタ
９４　固定部
９５　取付部
１０１　第二位置決めピン
１０２　第二シェルフ
１１１　ラック正面側基準面
１１２　ラック背面側基準面
１２０　スライド機構
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